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被災者の命をまもる
－災害に関するがん患者の看護研究に携わった経験から－

We follow human lives that received the disaster
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１．はじめに

　東日本大震災によりお亡くなりになられた皆さま
に哀悼の意をささげ、心からお悔やみを申し上げま
すとともに、被災された皆様にお見舞いを申し上げ
ます。
　未曾有の災害から2ケ月が経とうとしている。連
休を利用して石巻市の避難所にボランティア活動に
行った友人（看護師の大学教員）に、被災地で住民
の健康を守るために医療活動をしている人々の様子
や避難所で暮らす人々の様子を聞いた。2ヶ月を経
てもなお医療の混沌とした状態は続いており、寡黙
に耐えている住民から身体の状況の情報を得ること
すら容易でなかったとのことであった。今回の震災
は阪神淡路大震災以後に培ってきた災害看護学の知
識や技術をはるかに超えた課題をいくつも看護に突
き付けている。震災発生後からこれまで看護の課題
となった事象にどのように対処してきたのかという
貴重な災害看護の知識や技術はこれから記述され残
されていくことになるだろう。
　このような時期に災害についての原稿を書く機会
を与えていただいた。筆者は看護学の教育研究に携
わっているため、災害に関わる看護の視点から記述
したい。災害看護学は阪神淡路大震災の後に学問と
しての体系化が進み、1998 年に日本災害看護学会
が設立された。日本災害看護学会では、災害看護に

関する知識体系の確立、災害看護に関する活動体制
及び方法の開発、災害看護学としての教育プログラ
ム体系の確立、災害看護に関する国際的研究ネット
ワークの開発等を学会がこれから取り組むべき課題
として掲げている。筆者は前任校である兵庫県立大
学大学院看護学研究科において2003年度から5年
間にわたり文部科学省の21世紀COEプログラム「ユ
ビキタス社会における災害看護拠点の形成」をテー
マにした災害看護学の研究に参加していた。5年間
の研究成果は『災害看護ユビキタス社会における災
害看護拠点の形成　命を守る知識と技術の情報館
（http://www.coe-cnas.jp/index.html）』として、公
開され、今回の東日本大震災においても発災直後か
ら、被災者や被災地で活動する看護職が活用できる
多くのマニュアルを提供している。筆者の本来の研
究分野ががん看護学であることから、“がん看護ケ
ア方法の開発プロジェクト”に所属し阪神淡路大震
災の経験をもとに災害とがん患者の看護について明
らかにする取り組みを行ってきた。本稿ではその取
り組みと成果について概観する。災害看護に関する
データを蓄積し、看護界全体として共有できる知識
体系を確立することは、看護の重要な使命である。

２．5年間のがん看護ケア方法プロジェクトの研

　　究概要

　がん看護ケア方法のプロジェクトは、災害によっ
て被災したがん患者が、平常時に受けていた治療を、
可能な限り引き続き受けられることを目的として研
究に取り組んできた（表1）。がんは昭和56年以降
我が国の死因の第1位を占めており、平成18年の
死亡数でも第1位は悪性新生物で32万9198人とな
っている。全死亡者に占める割合は30.4％である（厚
生労働省人口動態統計　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）。

震災特集

　　　　　　　　　　　　 http://www.mhlw.go.jp/
toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai06/kekka3.html
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表１．がん看護ケア方法の開発プロジェクトの5年間の概要
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また、現在、日本のがん治療の場は、入院期間の短
縮やさまざまな治療法の開発に伴い、病棟から外来、
在宅へとシフトしてきている。同時に、がんの長期
生存者も増え、外来通院中や在宅で療養中のがん患
者の数は、近年増加してきている。この現状は、療
養上の問題に患者自身で向き合い、判断し、対処す
るためのセルフケア能力の向上を、ますますがん患
者に求めることになった。特に災害時は、がん患者
のセルフケア能力が災害時の対処行動を大きく左右
するといえる。文献検討においても、震災時に救急
患者の対応に追われた施設は、自立しているがん患
者を一時的に転院させていることが明らかになった。
また 2004 年度の本研究班の調査結果においても、
災害時は救急患者が優先されるため、がん患者の治
療は後回しとなり、災害時のがん患者の状況につい
ては、看護師の記憶にほとんど残っていなかったこ
とが明らかになっている。これらのことから、災害
時には、がん患者は自らセルフケア能力を発揮し、
療養や治療が継続されるように医療者にアクセスす
ることが、患者自身に任せられている状況であるこ
とが示唆された。このような状況から、本プロジェ
クトでは、がん患者が被災した際、平常時に引き続
き継続した医療が受けられること、そのためには、
がん患者自身のセルフケア能力を日頃から高めるこ
とを目指すことが重要と考えた。

１）がん患者用ケアパッケージの開発
　災害時のがん看護ケアニーズ調査をもとにがん患
者用ケアパッケージを開発した。がん患者用ケアパ
ッケージは、「がんの化学療法を受けている人のた
めに」「化学療法中の食事の工夫」「化学療法中の副
作用への対処」「自分のからだをよく知って痛みを
緩和する」の4種類があり、それぞれに平常時・災
害時（備えの時期）・災害発生初期の3つの時期に
分けた内容の記載がある冊子である。作成当初は
A4サイズの冊子としたが、その後、表面妥当性や
内容妥当性の検証と精錬を行い、サイズもA6に変
更した。現在は役立ちマニュアル（がん編）として
http://www.coe-cnas.jp/group_cncr/index.html#02
に提示してある。これらのがん患者用ケアパッケー
ジは、英語版も作成し国際学会等で紹介をした（図
１）。

２）がん患者の災害時の治療継続をするための病院
　の備えと患者に期待されること
　外来通院により治療を受けているがん患者が災害
時に治療継続をするために、どのようなシステムを
備えているのかを明らかにする目的で、西日本の地
域がん診療拠点病院やがん専門病院の災害担当者を
対象に、ヒアリング調査を行った。その結果、①
継続治療の必要ながん患者を把握・継続するための
システムは整備されていなかったこと、②治療継続
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図１　がん患者用ケアパッケージ
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に必要な要素として、(1)継続治療のための病院機
能の存続と治療設備機能の維持、(2)継続治療のた
めの薬剤と物品の確保、(3)継続治療のための麻薬
供給、(4)継続治療のための医療施設間の連携と応
援体制、(5)継続治療のための医療施設に対する情
報提供ならびに情報伝達ルート、(6)継続治療のた
めに患者のセルフケア能力を高めることが明確にな
った。
　平常時はがんの専門治療に特化した施設であって
も、多くの施設は災害拠点病院の役割も担っており、
災害時は救急患者の受け入れや搬送も否めない。が
ん専門病院の中には、三次救急医療に慣れていない
が故に、災害に対する強い危機感を抱いている施設
もあった。調査に協力することで自施設の災害対策
を見直すきっかけになったという反応も多かった。
地域がん診療拠点病院は、災害時もがん治療の継続
に向けて拠点となることが期待されるため、災害に
備えて病院本来の機能と災害医療の役割バランスを
どうとるべきかが今後の課題であった。
　また、病院側からは、患者に対して治療の一時中
断や治療の再開をどのように情報提供するかなどは
全く考えられておらず、災害時にがん患者が治療継
続をしていくためには、施設のシステムの現状から
考えて、患者自身のもつ力を強化することが必要で
あると再確認することとなった。平常時から患者自
身が災害時に備えた対応がとれるように治療内容を

把握し、自分の病状を他の病院でも説明して治療が
継続できるような患者支援が必要である。また、施
設内に備蓄している医療用麻薬については法律の規
制もあり、備蓄の調整は困難であることも分かった。
このようなことから医療用麻薬を使用している患者
は自己管理ノートなどを用いて、自分の治療の状況
を災害時に医療者に伝えられる準備をしておくこと
も必要であることが明らかになった。

３）がん患者や医療ニーズの高い在宅療養者を支え
　るネットワーク構築
　外来で治療を提供している病院では、がん患者に
対する災害に備えた情報提供の意識は低く、必要性
は認識しているものの、その準備はできていなかっ
た。そこで、がん患者が生活を送っている在宅に焦
点を当て、災害に治療継続ができ安心して生活が送
れるために必要なことを検討した。
　在宅で療養しているがん患者を支援しているのは
訪問看護師であり、災害に備えた相互支援ネットワ
ークの構築が急務と考え、その必要性や実際に在宅
療養している医療ニーズの高いがん患者が、災害に
どのように備えているか明らかにする研究を実施し
た。その結果から、特に、在宅療養者の中でもがん
患者の場合には医療ニーズが高く、災害時の避難所
での生活に困難を感じていること、医薬品の不足を
危惧していることなどがあった。また、訪問看護師
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は、平常時から近隣のステーション同士のネットワ
ークを構築しておくことの必要性を感じていること
が明確になった。平常時のネットワーク構築にあた
っては、日常のケアに役立つ知識や情報交換を通し
てのつながりを求めていた。訪問看護ステーション
の相互支援ネットワークに関連していたこととして
は、(1)地域性、(2)管理者の意識、(3)被災体験の
有無であった。また、在宅療養者の備えとして必要
なことは、(1)平常時からの在宅医との繋がり、(2)
治療薬および医療用物品の供給ルートの確保、(3)
医療機器のバッテリーの確保であった。
　最終年度では、ネットワークを構築するために、
携帯電話をツールとして情報伝達のシステムを作成
し、(1)関西圏のA市内とB市内にある訪問看護ス
テーションの看護師間の災害に備えた相互支援ネッ
トワーク構築、(2) メールマガジンの配信により、
災害に備えた知識の普及、(3)平常時からネットワ
ークを起動させ、災害発生を予測したシミュレーシ
ョンの実施、(4)ネットワーク機能の評価を行った。
　実験的に構築したネットワークについて、今後の
活用性を訪問看護師に調査したところ、①災害の
備えとして医療用物品や薬品を備蓄しておくことの
必要性、②災害時に携帯電話が繋がらなくなるこ
とへの危惧、③災害発生時の責任者の選定、④協
力要請への各訪問看護師の反応をタイムリーに全員
が把握できるような情報発信方法の工夫等があげら
れた。携帯サイトを活用して情報配信や避難訓練を
行ったことは、訪問看護師間のネットワークを強化
し、タイムリーな情報交換を行うための基盤づくり
として有効であった。しかし、電子メールの活用に
不慣れであったり、訪問看護ステーション間に地理
的な距離がある場合には、災害時のネットワークと
しては迅速に機能しないことが予測された。そのた
め、平常時のケアを通じた情報交換を継続していく
ことにより、さらなるネットワークの強化を図って
いく必要があることが明らかとなった。

３．おわりに

　本稿では、筆者が過去に取り組んだ災害とがん患
者の看護の経験を概観した。災害時にはマニュアル
なんて役にたたない、という声も聞く。確かに、発
災直後にマニュアルを手に取りじっくり眺めてから
看護を行うことなど考えられないことである。しか

し、個人の経験として個人個人が持っている災害看
護の知識や技術を言葉にし、体系化していくことに
は、災害の備えには非常に意味があると感じている。
2003 年度に筆者らが震災を体験した看護師の調査
においては他にも遺体のケアや遺族のケアについて
も課題となっていたが、5年の期間に取り組むこと
はできなかった。東日本大震災においても遺体のケ
アや遺族のケアについては同様の状況があり、少し
でも研究に着手していれば何らの知識や技術となり
社会に貢献できたのではないかと、心苦しい思いが
ある。
　日本は災害の原因となるハザードである地震や台
風などの自然現象と共に生活している。このハザー
ドに社会や人が生活する場の脆弱性が相まって災害
となる。そのため、日常から各々が生活する社会の
脆弱性を認知しながら、備えをしていくことが重要
であると考える。
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